
札幌市は, テクノポリスフィーバーが全国を

席巻した時期に, 日本列島の北端に位置すると

いうハンディキャップがあったことから, 情報

産業の振興に的を絞り, 広義の ｢ものづくり｣

によって経済力の向上に努めてきた｡ 商業・サー

ビス業に極端に傾斜した産業構造からの転換を

目指し, 我が国における情報化の進展の流れを

積極的に取り込み, 札幌テクノパークの建設を

始めとする各種の情報産業振興施策を展開して

きた｡ その結果, 札幌は情報関連企業の集積地

として全国的な知名度を獲得し, その情報産業

集積はシリコンバレーに倣って, サッポロバレー

という愛称で呼ばれるようになった｡

札幌市の情報産業集積は, 北海道大学をルー

ツとした企業, 特色ある独立系の��ベンチャー,

これらからのスピンアウト企業等の存在によっ

て特徴づけられていた｡ 特に北海道大学に隣接

し, 札幌の中心地にも比較的近い札幌駅北口地

区には技術力のある��ベンチャーが集まり,

自然発生的に ｢札幌駅北口ソフト回廊｣ と呼ば

れる集積地が形成された｡ また地元の��企業

はサッポロバレー独特の人的ネットワークを活

用し, 互いに連携して経営に取り組み, 多大の

成果を挙げてきた｡

そこで本稿では, サッポロバレーの情報産業

集積において公的支援が果たした役割をみると

ともに, 集積のメカニズムが機能した要因を検

討する｡ これに基づき, 今後のサッポロバレー

の発展に向けたベンチャー支援の在り方につい

て展望する｡

まず第�節では, 札幌市における, 札幌テク

ノパークの建設等による情報産業集積の進展,

新事業創出支援体制に基づくベンチャー支援策

の展開, 及びベンチャー支援体制の充実・整備

についてみていくことにする｡ 第�節では, ��

ベンチャーの輩出において北海道大学及び濃密

な人的ネットワークが果たした役割と, 更なる

集積を目指した民間主導のいくつかの取り組み

について取り上げる｡ 最後に第�節で, サッポ

ロバレーの躍動感を如実に表した��ベンチャー

の活動を象徴的事例として示し, その集積のメ

カニズムに基づき, サッポロバレーの今後の成

長戦略を提示する｡

１. 情報産業集積へ向けての取り組み

� 札幌テクノパークと情報産業振興

札幌市は, 首都圏からの地理的ハンディキャッ

プのため, その影響を受けにくい都市型先端技

術産業である情報産業にターゲットを絞り, 経

済基盤の強化を図った｡ ����年代に北海道大

学工学部の青木由直教授が提唱した札幌ベンチャー

ランド構想をもとに, 情報産業の戦略的振興に

取り組むことになった｡ その直接のきっかけを

作ったのが北海道ソフトウエア協会, 北海道シ

ステムハウス協会等の団体からの汎用コンピュー

タ購入資金の補助要請であった｡ こうして札幌

市の情報産業振興施策は, ����年までは ｢企

業の集積・育成｣ を目的とし, その後は ｢技術

者の交流・企業の技術連携｣ を目的として展開

されていった�)｡

札幌市は ｢企業の集積・育成｣ を目的として,

�	年より, 研究開発型企業団地である札幌テ

クノパーク (札幌市厚別区) の造成を始め, �
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年にはその第�期分譲を開始した｡ 同年�月に

財団法人である (財) 札幌エレクトロニクスセ

ンターを設立し, 同年��月に札幌テクノパー

ク内に中核施設として札幌エレクトロニクスセ

ンターを開設した｡ 企業立地を促進するための

助成制度を創設するなどして, 第�期分譲地に

は地元のソフトウエアハウス, システムハウス

の集積を図った｡ 札幌エレクトロニクスセンター

において技術開発室, 開発機材等を提供する一

方, 財団によって研究開発助成, 人材育成, 情

報提供等の支援事業が行われた｡ ��年には札

幌テクノパークの第�期分譲を開始し, 第�期

分譲地立地企業との連携や技術移転を狙い, 道

外の情報関連の大手・中堅企業の誘致を行った｡

��年からは, 札幌市は ｢技術者の交流・企

業の技術連携｣ を目的として, 企業が持つ専門

特化した技術やノウハウを強化し, これらを有

機的に連携することに力を注いだ｡ 急速な技術

革新と激化する市場競争の中で, 比較優位性を

確保できる地元企業群を確立することを目指し

た施策を展開してきた｡ ハード面についてみる

と, ��年に, 当時まだ企業が利用することが

困難であった, インターネット接続を可能にす

るコンピュータ・ネットワーク機器群をエレク

トロニクスセンターに設置した｡ また同年,

��	
��等のマルチメディアソフトが試作で

きるデジタル編集機器をセンターに設置した｡

さらに�
年に, 国の支援を受けてマルチメディ

ア製品開発の本格的なシステムとして ｢デジタ

ル工房｣ をエレクトロニクスセンターに設け,

��年にはこの機能を強化するため, デジタル

映像技術の高度化に対応した機器群を導入した｡

このように札幌市は, エレクトロニクスセンター

のコンピュータシステム, 開発機器を時代の技

術動向に対応して改編・整備し, 地元企業にそ

の機能を提供し, 高度な技術への対応を図る企

業を支援してきた｡

一方, ソフト面についてみると, ��年から,

これまでの (財)札幌エレクトロニクスセンター

による小額分散型の補助金交付や基礎的・概論

的研修等の支援事業からの転換を図った｡ 財団

が産学官のコーディネーターとなって次世代の

技術テーマをいくつか選定し, それに関して産

学官の共同研究開発を行うプロジェクト, エレ

クトロニクスセンターにおける新設の設備機器

の有効利用に繋がるプロジェクトを重視した事

業手法を採用した｡ 地元企業, 誘致企業, 北海

道大学等のプロジェクトへの参加を得て, 地元

企業の技術力向上と, 共同研究開発による企業

連携の強化と仕組み作りが図られた｡

以上のような振興施策もあって, ����年に

札幌テクノパークには情報関連企業を中心に

��社が立地し, エレクトロニクスセンターの

技術開発室への入居企業と合わせて, 企業数

��社, 従業者数約 �����人の一大集積拠点と

なった｡ その一方で札幌駅の北口から北海道大

学周辺にかけて, オフィス賃借料が安く, 交通

アクセスが非常に良く, 北海道大学に近かった

ため, ソフトウエア企業が��社近く集積し,

自然発生的に ｢札幌駅北口ソフト回廊｣ (北海

道通産局による命名) と呼ばれる新しい集積拠

点が形成された (図�, 表�)｡ その結果, 札幌

市内の情報産業を��年と����年を比較してみ

ると, �
年間で企業数は�倍の約���社, 従

業員数は���倍の約�万�千人, 売上高は�倍

の約�����億円となり, 札幌市の基幹産業に成
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�) 以下において札幌市の情報産業集積に向けての取り組みについては, 『新事業創出基本構想』 札幌市,
『��産業振興の取組み』 札幌市産業開発課, 『平成��年度地域新産業創出総合支援事業計画書』 札幌市,
札幌市情報ビジネス支援センターパンフレット, 電子流通促進協議会入会案内, 札幌市産業誘致担当課資
料, 中小企業融資制度パンフレット (����年��月入手), 『�����
������
����������
』 (財)
札幌エレクトロニクスセンター, ����年�月, 『サッポロバレー・コア・ネットワーク』 日本政策投資銀
行北海道支店, ����年��月, 『北海道新聞』 ����年�月��日, 『新事業創出基本構想 (平成��年改訂版)』
札幌市, (財) さっぽろ産業振興財団資料, 札幌市産業開発課資料 (����年�月入手)による｡
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図１ 札幌テクノパーク, 札幌駅北口ソフト回廊位置図
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表１ 札幌駅北口ソフト回廊の主な企業 (����年時点)

企 業 名 設立年 主な事業内容

①ソフトフロント
②サイバートラスト
③アジェンダ
④データクラフト
⑤ケーズシステム
⑥ウェブライト
⑦フォートガニソン
⑧ジェイマックシステム
⑨ジャパンテクニカルソフトウェア
⑩パラボリカ
⑪シーズ・ラボ
⑫ダイナシステム
⑬ネクステック
⑭ブリッジ
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インターネット電話技術などの開発
電子認証書発行サービス
パッケージソフト開発・販売
パッケージソフト開発・販売
業務用アプリケーション
アニメ付き競馬予想ソフト
開発情報仲介
ソフト開発, 情報サービス
ソフト開発, 電子映像機器販売
ソフト開発, システム受託設計
地図利用ソフト, オラクル代理店
物流関連ソフト・システム
ネットワーク総合コンサルティング
ソフト・システム開発

(出所) 『北海道新聞』 ����年�月��日による｡



長した｡

� 新事業創出支援体制の構築と中核的支援

機関

札幌市は, 上記のような情報関連産業の集積

のもと, 更なる発展を目指して新事業創出促進

法に基づく基本構想を作成し, ��年��月に国

から同意を受けた｡ 基本構想では, ｢情報技術

の活用を重視した新しいビジネスの開発・創出｣

を当面の重点分野に設定し, 新しい札幌型の事

業の創出を目的として掲げた｡ 新事業創出支援

体制 (地域プラットフォーム) の中核的支援機

関には (財) 札幌エレクトロニクスセンターを

認定し, これと連携して支援事業を行う新事業

支援機関に�機関�)を指定した｡ 基本構想にお

ける上記の重点分野の設定は, 札幌市が情報産

業の集積を生かし, 次に示す�つの分野におけ

る振興施策を実施し, 情報産業に厚みを加えて

行く方針を打ち出していた中から生まれてきた

ものである｡ 振興施策では, ①独自の ｢情報

技術｣ を売り込んで行く企業群, ②情報シス

テムの受託開発を元請けあるいは下受けで行う

企業群, ③情報技術を活用して新しいサービ

ス (電子商取引, コールセンター等) を提供す

る企業群, ④デジタルコンテンツ (ゲームソフ

ト, ��等) 企業群, をターゲットとした支援

を構想していた｡

札幌市では新しい情報ビジネス創出のため,

����年	月に (財) 札幌エレクトロニクスセン

ターの支部として情報ビジネス支援センターを

市内中心部に設けた｡ 情報ビジネス支援センター

では技術, 経営等の相談窓口機能の強化を目的

に, 北海道ニュービジネス協議会等から専門家

の派遣を受け, 地元企業への専門相談サービス

を実施した｡ また情報ビジネス開発事業 (情報

関連企業データベース事業, 情報ビジネスコー

ディネート事業), 情報ビジネスプロジェクト

事業を業務の二本柱として取り組んだ｡ 情報関

連企業データベース事業は, 情報関連企業の保

有技術, 製品等のデータベースを作成・公開し,

地元企業による共同事業を支援するものである｡

情報ビジネスコーディネート事業は, 新しい情

報ビジネス開発のための調査研究及び情報ビジ

ネス情報誌の発行, 情報ビジネス開発セミナー・

イベントの開催, 情報関連産業団体への会議室

(支援センター内) の無料提供を行うものであ

る｡ 情報ビジネスプロジェクト事業は, 電子流

通促進事業, コールセンタービジネスの推進,

情報技術を活用した製造技術の高度化・集客交

流産業 (観光・コンベンション等) の振興を行

うものである｡

プロジェクト事業について詳細にみると, 電

子流通促進事業では, �
年度に通産省の電子

商取引普及促進事業の支援を得て整備した電子

商取引実験システムを活用し, 電子流通促進協

議会 (札幌市が事務局) によるビジネス実験と

ウェブ上のシティセールス ｢さっぽろ新市民

��万人事業｣ を実施した｡ 電子流通促進協議

会は, 電子商取引によって商品の販売を行いた

い企業, 販売業務の電子化によって競争力の強

化を図りたい企業と, 電子商取引のインフラを

提供できる企業の出会いの場を作り, 電子商取

引を推進していくことを目的に設立された｡ ま

ず ｢サッポロ・フューチャー・スクウェア｣ の

ホームページを立ち上げ, 札幌の物産, 観光,

産業に関する情報を提供し, 札幌のファン (札

幌に愛着・共感・関心を持つ人々)を増やし,

顧客として売り込みを図る ｢さっぽろ新市民

��万人事業｣ を行った｡ また会員同士が電子

商取引の直接的な課題解決とビジネスチャンス

の創出を目指し, 目的別, 課題別の調査, 研究

を実施するワーキンググループ活動・プロジェ

田 中 利 彦
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�) �機関は北海道立工業試験場, 北海道大学先端科学技術共同研究センター, (財) 北海道地域技術振興セン
ター, (株) 北海道ソフトウエア技術開発機構, 札幌市中小企業支援センター, 北海道信用保証協会, 札
幌商工会議所である｡



クト活動を展開した｡ このワーキンググループ

活動から生まれたビジネス実験プロジェクトと

して, 北海道を代表するポータルサイトである

｢����北海道｣ 等が立ち上げられた｡ そのほ

か, セミナー・イベントの開催, インターネッ

トによる電子商取引に関するビジネス情報の提

供を行った｡

コールセンタービジネスの推進については,

電話やインターネットを活用して顧客サービス

(受注, 質問・苦情受付等) を行うコールセン

ター企業と就業を希望する人材とのマッチング

を図るため, セミナー・説明会を開催した｡ ま

た新事業支援機関である (株) 北海道ソフトウ

エア技術開発機構�)と連携してコールセンター

人材育成事業を行った｡ コールセンターでは,

電話やインターネット等のネットワーク技術と

企業の顧客データ等の管理システムを組み合わ

せて (コンピュータ・テレフォニー・インテグ

レーション), 顧客に対して効率の良いサービ

スを行う (カスタマー・リレーションシップ・

マネジメント)ために, 高度な情報関連技術が

必要とされたことから, 札幌の情報関連産業の

マーケットを拡大するものと期待された｡ その

ため札幌市では, ����年度からコールセンター

立地支援制度を設け, 北海道の支援制度と合わ

せてコールセンター企業に対し, 思いきった優

遇措置を講じた｡ もちろんこれらの支援制度に

は若年労働者に対する雇用の場の確保という狙

いもあった｡ 札幌市の立地支援制度は, コール

センター事業所の新築・増築に対し, 床面積に

応じ補助金 (�������を超える場合, 	��当た

り
����円) を支給するとともに, 用地取得費

及び施設建設費の�割を融資するものである｡

さらに情報関連または金融の技術や知識等を必

要とする高度人材活用型コールセンターに対し,

専用通信回線の使用に必要となる設備機器 (札

幌に設置する�
�交換機等の伝送装置) の購

入設置費を補助するものである｡ また北海道の

立地支援制度は, 第	種電気通信事業者と契約

した専用通信回線の使用料の半額を開設後	年

間補助するとともに, 雇用増	人につき��万

円の補助金 (��人以上の雇用増がある時) を支

給するものである｡

次に, 中核的支援機関である (財) 札幌エレ

クトロニクスセンター本体について, ����年

度の業務をみると, 財団はデジタル・メディア

事業, 技術交流促進事業, 技術開発プロジェク

ト事業のほか, インテリジェントパッド事業,

技術開発室支援事業等を行った｡ デジタル・メ

ディア事業では, エレクトロニクスセンターの

｢デジタル工房｣ にある, デジタル高画質映像

製作編集システム等を活用した技術に関する研

修・セミナーを開催した｡ 技術交流促進事業で

は, 情報技術関連の最新の動向をテーマとした

セミナーの開催, 中堅ソフトウエア技術者を対

象とした講習会等を実施した｡ 研究開発プロジェ

クト事業では, 内外線電話研究開発事業, 分散

型検索エンジン研究開発事業, 次世代���

技術研究会の開催を行った｡

インテリジェントパッド事業は, 北海道大学

工学部の田中譲教授が設計・開発した新世代の

基盤ソフトウエアであるインテリジェントパッ

ドのビジネス化の実現を目指した事業である｡

インテリジェントパッドとは, 機能を持った部

品 (パッド) の合成や分解, 再利用を通じてソ

フトウエアの開発を行うことができるオブジェ

クト指向技術である｡ パッドを基本単位とする

新しいアーキテクチャーの採用により, ソフト

ウエアの生産性を高め, マルチメディアを含む

統合的なソフトウエア環境を提供できる特長が

ある｡ インテリジェントパッドの研究開発・普

及のため, 産学官の共同プロジェクトであるイ

ベンチャー支援と情報産業集積

―	�―

�) �	年に ｢地域ソフトウエア法｣ に基づき, 地域におけるソフトウエア技術者の育成並びにユーザー企業
の情報活用能力向上・産業界への情報化支援事業を行うことにより, 道内産業の高付加価値化を促進する
ことを目的に設立され, 研修事業, 実践指導事業等を実施した｡



ンテリジェントパッド・コンソーシアム (����

年時点, 会員数��社) が設立され, 財団が事

務局を引き受けるとともにその活動を支援した｡

技術開発室支援事業は, エレクトロニクスセ

ンターの技術開発室をコンピュータ技術の研究

開発を行う企業のための賃貸スペースとして低

額で提供する事業である｡ 技術開発室は��間

利用可能となっており, センター内には各種の

共同利用施設や機器が備えられ, ソフトウエア

及びシステム開発業務等に適した環境を整えて

いた｡ ����年時点で��企業が入居し, ��室全

てが使用状況にあった｡

その一方, ベンチャー企業に対する資金面の

支援については, 新事業支援機関である札幌市

中小企業支援センター (経営相談・診断, 起業

セミナー等実施, 札幌市の組織上の課名は産業

振興課)が札幌市の中小企業融資制度の担当部

署として融資の斡旋を行った｡ 札幌市ではフロ

ンティア事業支援資金, 創業・独立開業支援資

金, 先端技術振興資金を設け, ベンチャー企業

に対する融資を行った｡ 特にフロンティア事業

支援資金は, 創業者及び開業後�年以内の中小

企業者を対象として運転・設備資金向けに無担

保, 低利の融資を行うもので, 新規性・技術性・

独創性などを有し, 成長が見込まれる製品の開

発・事業化に必要な資金を供給するものであっ

た｡

� 新事業創出支援体制の再編と (財) さっ

ぽろ産業振興財団の設立

����年度の地域プラットフォーム事業に計

上され, (株) 北海道ソフトウエア技術開発機

構に委託して調査が行われたデジタル系産業振

興センターの構想は, その後, ����年�月に

札幌市デジタル創造プラザの開設により結実し

た｡ この施設は札幌市教育研究所として使われ

ていたものを改修して作られたものであった｡

札幌市では良質な都市・自然環境と良好な都市

イメージを背景に, 映像, �	, 音楽, 
��制

作等のデジタルコンテンツ産業を将来, 特に発

展可能な分野として捉え, デジタルコンテンツ

クリエーターの起業化支援に乗り出した｡ その

土壌づくりのため, すでに芸術文化振興の拠点

としての ｢札幌芸術の森｣ を建設するとともに,

デザインやアート分野での優れた人材を養成す

る札幌市立高等専門学校を設立してきた｡

デジタル創造プラザはレンタルオフィス�


室 (当初は��室), 会議室・商談室, カフェテ

リア等からなり, ���インターネット専用回

線 (当初は���), 各種共用機材が利用可能で

あった�)｡ レンタルオフィスはデジタルコンテ

ンツクリエーターの独立支援ためのインキュベー

ト室 (入居期間�年) を提供するもので, 賃料

は����で�万�千円 (回線使用料, 電気代,

管理費込み) と格安に設定された｡ スペースの

提供だけに留まらず, 入居者同士の研修会・活

動報告会, 専門家を招いてのセミナー・ワーク

ショップ等が開かれた｡ 第�回のレンタルオフィ

スへの入居者募集には��件の募集枠に対し, �

倍の��件の応募があり, 現役大学生グループ

や海外での活動経験を持つ映像作家など多彩な

顔ぶれが入居することになった｡

デジタル創造プラザは愛称インタークロス・

クリエイティブ・センター (���) と名づけら

れ, ｢異業の出会いにより, 新しいビジネスを

創生する場｣ と位置付けられた｡ 入居者・団体

を支援するため, 異業種へのビジネスコーディ

ネート, クリエーター同士のコラボレーション,

ビジネスパートナーの紹介等を行うコーディネー

ター�名を配置した｡ また国内外のトップクリ

エーターを含む有識者をチーフアドバイザー

(�名), アドバイザー (入居者選定委員兼任, 


名)に委嘱し, 国内外との人的ネットワークづ

くりやビジネスチャンスの創出といった効果が
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�) デジタル創造プラザの詳細については 『�������������������������』 (����年�月入手), 『日本経済新
聞』 ����年
月�日, 『朝日新聞』 ����年�月��日, 『北海道新聞』 ����年
月��日による｡



期待された｡ さらにデジタル創造プラザに関心

があり, 情報交換やコラボレーションを望むク

リエーターや支援企業等からなる, ���フレ

ンドシップメンバー制度を設け, 積極的にネッ

トワークの輪の拡大に努めた｡

このような動きのなか, 目立った成果として,

札幌市が誘致に力を入れてきたコールセンター

は����年度末時点で��社��ヵ所となり, 雇

用者数は約�����人に上り, 先行する沖縄に次

ぎ, 札幌は全国的に見て ｢コールセンター集積

基地｣ といえる様相を呈してきた｡ 		年度に

第�号が進出後, ����年度には	社, ����年

度には�社が立地した｡ 札幌へのコールセンター

の活発な進出の背景には, オフィスの賃借料が

東京の約
分の�と割安で, 人件費も比較的低

く, 優秀な人材の確保が容易であること, 言葉

が標準語に近いことがあった｡ これに加えて,

上述の札幌市と北海道のコールセンター立地支

援制度と, それに基づく札幌市の積極的な誘致

活動が, 短期間でテレマーケティング業, 情報

処理業, クレジット業, 証券業等の多様かつ多

数のコールセンターの進出という結果を生むこ

とになった｡ 特筆すべきは, (株) アイティコ

ミュニケーションズが, 札幌に我が国初となる

��
コールセンターを����年�月にオープン

したことである｡ これは, ��
上で顧客とコー

ルセンターのコミュニケータが同じ画面を見な

がら, 電話を介さずにインターネットを通じて

会話ができ, コミュニケータが顧客からの問い

合わせ等に応じるものであった�)｡

����年�月になると, (財) 札幌エレクトロ

ニクスセンターが札幌市中小企業支援センター

を統合する形で改組され, (財) さっぽろ産業

振興財団が中核的支援機関として誕生した｡ 施

設としては, 札幌市産業振興センター, 中小企

業支援センター, エレクトロニクスセンター,

デジタル創造プラザの�つの拠点で業務を行い,

情報ビジネス支援センターは産業振興センター

に引き継がれることになった｡ 産業振興センター

は地域産業育成の拠点として, 札幌市によって

新しくオープンが予定されていたコンベンショ

ンホールに隣接して東札幌地区に建設され, 産

業振興棟と技能訓練棟の�棟からなる施設であっ

た｡ 組織統合及び施設の建設に伴い, (財)さっ

ぽろ産業振興財団は産業支援事業本部と情報産

業振興事業本部の�本部で構成され, 産業振興

センター及び中小企業振興センターは産業支援

事業本部に属し, エレクトロニクスセンター及

びデジタル創造プラザは情報産業振興事業本部

に属した｡

また新事業支援機関についても, 中小企業支

援センターの中核的支援機関への吸収によって

数の減少があったが, 北海道ベンチャーキャピ

タル株式会社, 日本政策投資銀行北海道支店の

追加により, �機関から�機関へと増加となっ

た�)｡ 北海道ベンチャーキャピタル株式会社は,

地域密着型独立系ベンチャーキャピタルとして

		年に設立され, 世界を相手に戦える有望な

ベンチャー企業の発掘, コンサルティング, 投

資等を目的としていた｡ 日本政策投資銀行北海

道支店は, 		年に日本開発銀行と北海道東北

開発公庫の統合により設立された全額政府出資

の総合政策金融機関の北海道支店である｡

(財) さっぽろ産業振興財団では, 産業振興

センターの建設を機に施設内にスタートアップ

プロジェクトルームを設け, 起業者, 創業期に

ある中小企業, 新分野の開拓を目指す企業を対

象に低額でインキュベート施設の提供を開始し

た｡ 入居期間は
年で, 賃料は���当たり月

額��
��円 (共益費, インターネット回線使用

料含む)で, ����から����までの��室が設

けられた｡ 入居企業に対する支援としては, 定

ベンチャー支援と情報産業集積

―�	―

�) 『日本経済新聞』 ����年
月�日, 『北海道新聞』 ����年�月��日による｡
�) 新事業支援機関である (財) 北海道地域技術振興センターは����年�月に (財) 北海道科学・産業技術振
興財団と合併し, (財) 北海道科学技術総合振興センターとなった｡



期的に相談員が巡回相談を行い, 相談員で解決

できない問題については専門家を派遣し, 資金

面についても金融機関から融資を受ける際のア

ドバイス, 札幌市のベンチャー支援向け融資制

度の紹介を行うことを予定していた｡ また販路

開拓を目的とした在京のインキュベートマネー

ジャーの紹介, 会計や経理事務における���

利用の際の補助制度も考えられていた�)｡

２. 核となる大学の存在と人的ネット
ワーク

� 北海道大学の果たした役割

札幌の情報産業は全国にその存在感を高め,

サッポロバレーと呼ばれるまでに大きく成長し

た｡ このような札幌における情報産業の集積に

は, 上述した札幌市の情報産業振興策の貢献と

ともに, 核となる大学の存在と人的ネットワー

クの形成が大いに寄与したといえる｡

核となる大学の存在についてみると, 情報産

業においては個々の人材の知力に依存する部分

が非常に大きいため, 大学は新しい理論, 知識

で武装されたインテリジェンス溢れる若い人材

の供給源としての役割を担うことができる｡ ま

た同時に若者に対し, 起業家精神, ベンチャー

マインドを植えつけ, その知力を活用して, ア

イデアを起業化する挑戦意欲を掻き立てる場と

して機能することができる｡

サッポロバレーにおいて, まず挙げなければ

ならないことは, 北海道大学工学部の青木教授

がマイクロコンピュータの伝道師として, そし

てその後, 情報産業のオピニオンリーダーとし

て果たした役割は非常に大きかったことである｡

青木教授は, ��における画期的な技術革新に

より, 大型コンピュータの時代から小型コンピュー

タの時代へと移行が始まる��(パーソナルコ

ンピュータ)の黎明期に, いち早くマイクロコ

ンピュータに取り組み, ���	年に北海道マイ

クロコンピュータ研究会を立ち上げ, 機関誌

『μコンピュータの研究』 を創刊した｡ この年

は, 札幌におけるマイクロコンピュータ元年で

あるとともに日本におけるマイクロコンピュー

タ元年ともなった｡ その後, マイクロコンピュー

タ研究会による講習会, 定期の研究発表会, さ

らにはマイコンショー, マイクロコンピュータ

シンポジウムを開催し, マイクロコンピュータ

の普及に努め, その活動は全国的な注目を浴び

た｡ さらに
�年に 『いんふぉうぇいぶ』 (知識

情報処理研究振興会発行)を創刊, 
�年に北海

道コンピュータグラフィックス協会の設立を提

唱, ��年に企業の幹部の勉強会である青木塾

を主宰し, 青木教授は北海道の情報産業界を積

極的にリードしてきた
)｡

マイクロコンピュータ研究会に参加した�人

の大学院生 (服部, 若生, 村田, 木村の�氏)

によるベンチャー企業である (株)ビー・ユー・

ジーの設立を後押ししたほか, マイクロコンピュー

タ研究会及び青木教授の指導を受けた学生の中

から数多くの有能な人材を情報産業に送り出し

てきた｡ 実際, 
�年代の��を中軸とする情

報革命の時代における, 札幌の花形であった


企業においても青木教授を源とする人材が活躍

していた｡ それらは, 我が国有数のゲームソフ

トメーカーとして独自の道を歩んだ (株) ハド

ソン, プロダクツ系の雄であったデービーソフ

ト (株) (旧コンピュータランド北海道), シス

テム開発の (株) ビー・ユー・ジーであった｡

ハドソンのソフト開発責任者で��年に副社長

となった中本氏, デービーソフトのソフト開発

責任者であり, その後, 独立して (株) アジェ

ンダの社長となった松井氏は, 共に北海道大学

工学部で青木教授の門下生であった｡ また学生

田 中 利 彦
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�) (財) さっぽろ産業振興財団資料 (����年�月入手)よる｡

) 以下においてサッポロバレーにおける��企業の集積の歴史については, 『サッポロバレーの誕生』 (株)
イエローページ, ����年
月及び前掲 『サッポロバレー・コア・ネットワーク』 による｡



企業としてスタートしたビー・ユー・ジーの創

業を, 受注したシステム開発の仕事を依頼する

ことにより支援した三浦氏も, マイクロコンピュー

タ研究会に積極的に関わりを持ち, 青木教授と

一緒に各種のプロジェクトに取り組んでいった｡

三浦氏は��年に, ��黎明期の札幌で初めて

マイコンとビジネスを結びつけた会社といえる

ソード札幌を設立した人物である｡ またソード

札幌において, 三浦氏は多くの学生をアルバイ

トとして雇い, 起業家としての���の場を提

供した｡ その後, ソード札幌の親会社であるソー

ド電算機システムが東芝の傘下に入るのに伴い,

三浦氏は独立し, ��年に画像・図形処理の (株)

テクノバを設立した｡ テクノバはヒット商品で

ある ｢製図道具｣ シリーズで, 強力な機能と魅

力的な価格の�	
ソフトの開発業者として全

国的な知名度を獲得した｡

ハドソン, デービーソフト, ビー・ユー・ジー

にはその技術力を評価して, 中央から多くの大

手企業が接触を求めて訪れた｡ 具体的にビー・

ユー・ジーについてみると, ソニーのパソコン

���
��のインタプリタ, 大日本印刷とのカラー

印刷製版用レイアウトシステム, ���との

��
�用�	の共同開発を行った｡ またハドソ

ンは, シャープのパソコン��, �����の基本

ソフトウエア, 任天堂のファミコン用のゲーム

ソフト等, ���製ファミコンの��エンジン

の共同開発を行った｡ デービーソフトは, 富士

通のパソコン ���用簡易言語の開発, ���

のパソコン用ワープロソフトである ｢春望｣,

｢��｣ の共同開発を行った｡

以上みてきたように, 北海道大学工学部の教

官についてみると, 青木教授の果たした役割は

抜きん出ていたが, そのほかに田中譲教授, 山

本強教授の存在が挙げられる｡ 上述した, 田中

教授の研究成果であるプログラミングツールの

インテリジェントパッドについては, その技術

的将来性が高く評価され, インテリジェントパッ

ド・コンソーシアムが結成され, 地元企業に加

え, 富士通, 日立ソフト, 富士ゼロックス等の

大手企業が参加した｡ 一方, 山本教授は青木教

授の門下生で, マイクロコンピュータ研究会の

出身者であり, ビー・ユー・ジーを創業したメ

ンバー等の技術指導に当たり, 札幌の情報産業

界と密接な人的関係を保持していた｡ さらにネッ

トワーク・コミュニティ・フォーラム (新しい

メディアを活用した地域活性化に取り組む市民

団体)の代表を務めるとともに, ライブテキス

ト�)というデータ放送方式を考案し, ��年に

データ放送システム開発の産学共同プロジェク

トを立ち上げた｡ このように, 山本教授は青木

教授に次いで, 産学連携等において中心的役割

を果してきた｡

� 情報産業界における人的ネットワークの

拡大

次に人的ネットワークについてみると, 情報

産業において濃密なネットワークの形成は, 受

注 (販路) 及び技術開発において大きな効果を

発揮するものといえる｡ 受注についていえば,

単独では技術的に受注できないソフトウエア開

発を互いの不足する部分を補い合って受注でき

るようになる｡ また信頼できるアウトソーシン

グ先を確保することにより, 単独では不可能な

大型受注案件にも対応できる｡ お互いに取り引

き先を紹介し, ソフトウエアプロダクトの販売,

ソフトウエア開発の受注量の拡大へと結びつけ

ることもできる｡ 技術開発についていえば, お

互いの技術的に優れた部分を持ち寄ることによっ

て, 新規のソフトウエアプロダクトの販売, 技

術力の強化及び新技術の開発へと結びつけるこ

とが可能となる｡ また人的ネットワークを通し

ベンチャー支援と情報産業集積

―��―

�) 中低速通信網を通じて送信されるテキストベースの情報を, 弁別・選択し, 認知性の高い画像情報に変換
した上で, リアルタイム・レンダリングを行う技術である (ソフトフロントホームページ (����年��月
版))｡



て, 企業経営 (資金調達先, 人材確保, 最新技

術等) に関連する情報の入手, ひとづてによる

キーパーソン等との接触の機会を得ることがで

きる｡

上述したように, 青木教授主宰のマイクロコ

ンピュータ研究会及び北海道大学青木研究室は

起業家, ベンチャー人材を数多く輩出し, それ

によって青木教授を中心とした人的ネットワー

クが形成された｡ 特にマイクロコンピュータ研

究会において, 当時, 新しく勃興した技術を研

究する場が提供され, 技術者, 企業関係者, 行

政関係者, 大学生, 大学院生等が集まり, 青木

教授を中心とした人的交流の中からベンチャー

企業の誕生へのきっかけが作られた｡ 青木教授

自身がベンチャー精神を持ち, できれば自らベ

ンチャー企業を起こしたいという思いを保持し

ていたことが, ビー・ユー・ジー (当初, ��年

に創業メンバーの�氏が工学部学生の時に立ち

上げられ, ��年, 大学院生の時に株式会社化)

の設立をもたらした｡ 高い技術開発力を有する

ビー・ユー・ジーの成長は, 当時, 北海道大学

工学部出身者というエリートがこぞって大企業

に就職していたなか, 成功事例として後進に大

きな影響を与えた｡ 安定を求めて大企業に入る

ことなく地元に残り, 自分達で会社を支え, 数々

のシステム・製品開発に取り組み, 全国的に注

目を浴びる企業に育って行った｡ 同時に, ��

年代の��を中軸とする情報革命の時代におけ

る花形�企業の間に良い意味でのライバル意識

を芽生えさせ, 札幌の情報関連のベンチャー企

業を引っ張って行くことになった｡ ハドソンは

当初, アマチュア無線, マイコン関連商品販売

をしていたのが, ��年に��用ゲームのパッ

ケージソフトを我が国で最初に全国販売し, 一

躍脚光を浴びた企業(その後, ゲームソフトメー

カーとなり, ｢ボンバーマン｣, ｢桃太郎｣ シリー

ズで有名)であった｡ これにライバル意識を燃

やし, ��年に作られたのが, シャープエンジ

ニアリングの古谷氏によるコンピュータランド

北海道であった｡

その後, ��年代に入ると, 	
ベンチャー企

業は大きな設備投資が必要なく, 技術力があれ

ば始められることから, 次々とスピンアウトが

起こり, 情報産業における企業集積の拡大化と,

独自技術で市場を切り開くベンチャー企業が輩

出してきた｡ それに伴い, 企業間の競争と, そ

の一方での企業間の人的ネットワークの拡大と

分業・協調体制が深まっていった｡

特にビー・ユー・ジー, デービーソフトにつ

いてみると, 図�に示すように, 次々と	
ベ

ンチャー企業を作り出して行った｡ とりわけデー

ビーソフトから独立した企業において数多くが

成功し, デービーソフトはその一種独特の猥雑

感がインキュベーションとしての役割を果たし

た｡ その一方で, デービーソフトの古谷氏の技

術や商品化へのこだわりが独立して行った出身

者に伝播して行ったことが, その成功の要素と

もなった｡ 具体例を挙げると, ��年に松井氏

が同僚�人と共にデービーソフトから独立して

(株)アジェンダを設立し, ホームユースのパッ

ケージソフトである ｢宛名職人｣, ｢やりくり上

手｣ 等で大きな成功を収めた｡ また取締役開発

本部長として, パソコンソフトからファミコン

のゲームソフトまでデービーソフトの商品企画,

マーケティング全般を担当した高橋氏が独立し,

��年に (株) データクラフトを設立した｡ デー

タクラフトは各種 ｢素材辞典｣ の開発により,

データウエアという新しい市場を切り開いた｡

ビー・ユー・ジーからも, 創業メンバーの一

人である村田氏の独立により, ��年に (株) ビ

ジョンコーポレーションが設立された｡ その後,

(株) ビジョンコーポレーションと (株) コアシ

ステムとの合併により, ��年に (株) ソフトフ

ロントが設立された｡ コアシステムは, デービー

ソフトで主任技術者として日本語ワープロソフ

トの設計開発を行った関崎氏が��年に独立し

て設立した会社である｡ ソフトフロントはイン

ターネット関連のソフトウエア開発を行うとと

もに, 
�	�(
��������	���������������)��)

の技術において, 音声データの伝送速度を従来

田 中 利 彦
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〈��〉

コアシステム〈��〉

ビー･ユー･ジー(���)
〈��年創業〉

コンピュータランド北海道
〈�	年設立〉

(関連会社)

バイス〈�	〉
[コンピュータ関連製品
販売･通信販売]

(関連会社) (独立)
フィクス〈��〉

[テクニカルサポート･インター
ネットコンサルタント]

ソフトフロント〈��〉

ビジョンコーポ
レーション〈��〉

[ネットワーク関連システム開発]

(独立)

(共同出資)

(解散)

デービーソフト
(社名変更)

(独立)

インフォネット
[ネットワーク･通信･電話]

札幌コミネエージェンシー
[広告代理]

(解散)

(
�	独立)

(コミネエージェンシー出資)

ファーム
[デザイン・広告代理]

(
��独立)

(
��独立)(関連会社)

(
��独立)
データクラフト
[コンテンツ
制作･開発]

(�
�社出資)

アロシステム

アジェンダ
[��･システム･ゲーム開発]

(親会社倒産)
(独立)

アロシステム

パラボリカ
(元アロシステムメンバー核に設立)
[ゲームソフト開発]

(
��独立)

シンクフリー

ジャステックラボ

(合併)

(独立)

(元デービーソフト
メンバー核に設立)
[システム開発]

ネクステック〈��〉
[ネットワーキング関連]

ネットファーム
[インターネット
プロバイダ]

メディアリュウム

ヴィ･ソニック

���
������������

デジタルファーム〈��〉

(独立)

テイクオフ〈��〉
[ゲームソフト開発]

(独立)

(合併)(関連会社)

(出資)サテライト〈��〉
[マルチメディア企画開発・
デジタルアニメーション制作]

(出資)

メトロワークス〈��〉
[東京・開発環境関連]

(出資)

[電子認証]

フォートガニソン〈��〉
[デベロッパーリレー
ションズ]

サイバートラスト〈��〉オープンループ〈��〉
[暗号･通信セキュリティ関連]

図２ ビー･ユー･ジー, デービーソフトが果してきたインキュベータ機能

(出所) 『サッポロバレーの誕生』 (株) イエローページ, �			年�月による｡

[ゲーム� �開発・
ドキュメント制作]



のものに比べて�倍以上に高めた画期的なリア

ルタイム音声エンジンの開発に成功した｡ また

ビー・ユー・ジーで ����の ��や電子認証

を手がけた浅田氏が�	年に独立して設立した

(株) オープンループは, 情報セキュリティ技

術開発に取り組み, その独自の暗号技術により

｢クリプトカプセル｣ の開発等に成功した｡ こ

のようなスピンアウトの一方で, ビー・ユー・

ジーは�
年に (株) バイス, ��年に (株) フィ

クス, ��年にはデジタルアニメスタジオの (株)

サテライトを子会社として設立した｡ また�	

年に電子認証サービス提供会社であるサイバー

トラスト (株) を, 米
��, 野村総研, ���

ドコモ等との合弁でスタートさせた｡

こうした情報産業の成長に伴い, ��年に北

海道システムハウス協会, 北海道ソフトウエア

協会が設立され, その後, 業界団体・グループ

が次々と作られていった｡ ��年に北海道ソフ

トウエア事業協同組合, �	年に北海道コンピュー

タグラフィックス協会, ��年に札幌市情報シ

ステム調査研究会, 北海道マルチメディア協会,

��年に協同組合デジタルデザインユニオン北

海道という具合に誕生していった｡ 特に注目す

べきは, ��年に設立されたクールビレッジで

ある��)｡ クールビレッジでは, 前述のテクノノ

バ, アジェンダ, データクラフト, ソフトフロ

ント及びダットジャパン (株) による, 技術の

相互提供, 販売網の共有などを目的としてアラ

イアンス型企業連携を目指した｡ ダットジャパ

ンはカード型データベースソフト, マルチメディ

ア������ソフトでヒットを飛ばした会社で

ある｡ ダットジャパンを設立した竹田氏は北海

道大学法学部の出身で, 日本専売公社の勤務経

験の持ち主であった｡

一方, ��年の北海道地域ネットワーク協議

会 (�����) の発足は, 北海道のインターネッ

ト技術の向上とインターネット導入の加速化に

貢献した｡ また��年に誕生した, 企業経営者,

大学教授, 技術者等からなる地域密着型組織で

あるネットワーク・コミュニティ・フォーラム

はインターネット技術を活用し, 市民起業家の

掘り起こしと人的ネットワークの形成に貢献し

た｡

また札幌市の支援による, インテリジェント

パッド事業を始めとするプロジェクトも人的交

流・ネットワークの形成に貢献した｡ すでに触

れたもの以外についてみると, 札幌エレクトロ

ニクスセンターに導入された, 当時の最新鋭の

インターネット関連機材を利用したグループに

より, ��年に�������プロジェクトが実施

に移された｡ これは通産省が提唱した, マルチ

メディア郷土史の作成を目指したハイパー風土

記プロジェクトによるものであった｡ マルチメ

ディアデータベース ｢�������(�������

の逆さ言葉)｣ を構築し, インターネット上に

仮想都市である ｢インターシティ�������｣

を公開した｡ この�������プロジェクトに

よって, ネットワーク・コミュニティ・フォー

ラムから札幌ビズカフェ (後述) に連なる人的

ネットワークのきっかけが作られた｡ またプロ

ジェクトではないが, 札幌市のホームページを

受注したコンテンツ制作の ����グループ

(���
) が札幌エレクトロニクスセンターで

勉強会を開くとともに, �


年に若手起業家,

����等の交流組織である����を立ち上げ

た｡

田 中 利 彦
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�
) インターネットやイントラネットのような��ネットワークを利用して, 音声信号を送る技術の総称 (ソ
フトフロント平成��年�月期中間決算短信による)｡

��) そのほか, 北海道システム連合会は各分野で専門性の高い技術やノウハウを持った企業が連携し技術力を
相互補完しながら, 単独企業では受注できない顧客ニーズに総合的に対応する技術集団として発足した組
織である｡ 幹事会社は�社で, シーエスアイ, プローブ, コペル, 札幌オフィスコンピューター, マスター
ズシステム, 北海道バーチャルコミュニティとなっている (｢サッポロバレー�北海道自立への挑戦｣ 『ク
ラスター戦略』 (山�朗編, 有斐閣, �

�年)による)｡



� 集積効果の促進に向けての取り組み

��ベンチャー企業が集積する ｢札幌駅北口

ソフト回廊｣ に����年�月, 札幌ビズカフェ

が誕生した｡ ハイテク産業の関係者が集い, 数

多くのビッグビジネスを生み出してきた米国シ

リコンバレーのビジネスカフェの札幌版を目指

し, ソフトフロントの村田氏, データクラフト

の高橋氏, テクノバの三浦氏などによって企画

された｡ ��ビジネスを実現するに当たっての

ハードルをクリアし, ｢��� 	
��
�������

��������｣ のスローガンのもと, ��ビジネ

スを創出することを可能にするビジネス交流の

場として設けられた｡ 地元の建設業者, 飲食チェー

ン業者の協力を得て, 直接的な公的支援なしに

独立採算で札幌ビズカフェの施設は運営され,

事務局 (代表は村田氏), 運営委員会はボラン

ティアとしての参加者によって支えられた｡ 他

の��ベンチャー企業の集積地にはみられない

ユニークな取り組みとして高く評価された��)｡

札幌ビズカフェは大きく分けて, ①ネット・

ビズカフェ, ②ビズカフェ・パーティ, ③ビ

ズカフェ・クラブの�つの事業で��ビジネス

の支援を目指した｡ ネット・ビズカフェはイン

ターネットを利用したビジネス情報の発信, 電

子会議室による意見交換等を, ビズカフェ・パー

ティはオンラインによる交流の場であるネット・

ビズカフェに対し, �ヶ月に一度の頻度で実際

に出会い, ビジネスとの接点を作る場としてビ

ジネスパーティの開催を行うものである｡ また

ビズカフェ・クラブはベンチャー企業のインキュ

ベーションを目的に, セミナー・プレゼンテー

ションの開催, ビジネスコーディネーションの

実施, 会議室のレンタル等を行うものである｡

各事業はそれを担当する運営委員会の責務によっ

て自主的に運営され, 運営委員はボランタリー

で, 産学から広く参加を募った｡ 札幌ビズカフェ

は図�に示すように, ��ビジネスを目指すベ

ンチャー企業のニーズに対し, サッポロバレー

において��ビジネスで先行する企業経営者,

またはノウハウを持つボランティア等がこれを

支援する態勢を提供するものであった｡ 札幌ビ

ズカフェには北海道ベンチャーキャピタルも入

居し, ワンストップによる支援を目指した��)｡

その後, 札幌ビズカフェは, 地元��企業に

よるプレゼンテーション, 異業種や学生との交

流イベント, ビジネスコンテスト, 起業家塾の

開催, 広報誌出版を行ったほか, 竹中, 尾身両

大臣を始めとした多くの視察, 経済産業大臣賞

の受賞, 全国各地の��ベンチャーキーマンと

の団体の設立, 韓国企業人らとのアジア交流イ

ベントの開催により, その活動は大いに注目の

的となった｡ 札幌ビズカフェにおけるボトムアッ

プな��企業連携の姿は, 米国 『��������』

誌の��コラムニストのスティーブン・レビィ

氏などからも絶賛された｡ サッポロバレーの

��企業がフラットに連携し, 競争と協調の関

係を作りながら, 自由でオープンな新しいビジ

ネススタイルを育んでいくものであったといえ

る��)｡

しかしながら当初の予定通り�年間の活動を

終え, ����年春に閉店した｡ これに対し, 各

方面からの ｢これだけ知名度があって利用率も

高いのになぜ｣, ｢産学官で生まれた新しいつな

がりを次の段階に活かしたい｣ という声に応え

る形で, ����年に新生ビズカフェ ｢��｣ が立

ち上げられた｡ ｢互いの価値観を認め, オープ

ンに本音でディベートするスタイルと場の醸成｣,

｢��等の業界にこだわらず, しっかりとしたビ

ベンチャー支援と情報産業集積
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��) 以下において札幌ビズカフェについては, 『北海道新聞』 ����年�月��日, 『日本経済新聞』 ����年�月
��日, 札幌ビズカフェパンフレット (����年��月入手), 札幌ビズカフェホームページ (����年��月版)
による｡

��) 北海道ベンチャーキャピタルは����年末 ｢ホワイトスノー第�号｣ 基金を設立し, オープンループ, イー・
カムトゥルーなど��企業を中心に出資した (『北海道��革命』 (日本経済新聞社, ����年)による)｡

��) �シルクロード・ホームページ (����年��月版)による｡



ジネスができる人材の育成｣ をビズカフェの第

�ステージの目的とした｡ そして時限プロジェ

クトではなく, 恒久的に進化し続ける場を提供

するため, 新生ビズカフェは���法人として

スタートした｡

また同じく����年に, 若い世代の起業促進

等を目的として, ��技術に裏づけされたユニー

クなビジネスアイデアに対する賞である三浦・

青木賞が創設された｡ この賞は, 人生の多くを

道内の若手��ベンチャーの応援と育成に費や

した故三浦氏 (ソード札幌, テクノバ創設者)

の功労を称え, 併せて, サッポロバレーの生み

の親であり, 現在さらに大学の枠を越えて後進

の育成に活躍を続ける北海道大学青木教授の名

を戴き, 命名された｡ 故三浦氏の遺志を基にし,

ビー・ユー・ジー, ソフトフロント, データク

ラフト, ダットジャパンの経営者等を中心に,

趣旨に賛同した道内の��関連企業等からの協

賛によって三浦・青木賞の基金が集められた｡

このような賞の多くは今まで行政機関や経済団

体が主催して行うものであったが, 北海道が自

主独立に向けて大きく変わらなければならない

時に, 自らの産業の賑わいは自ら育てるという

発想で創設された｡ 若手の技術力にお墨付きを

与えることで飛躍するきっかけを作り, 手薄で

あった��代, ��代のベンチャー起業家が出て

くることを狙っていた｡ 社会人の部と学生の部

の�部門が設けられ, 各部門	名ずつ計�名に

大賞を授与した｡ その後, シニアの部と商品ア

イデアの部及び海外特別賞が設けられた	
)｡

一方, サッポロバレーの牽引役ともいえる青

木教授らによって, � シルクロード構想が打

田 中 利 彦
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図３ 札幌ビズカフェが支援対象とする��ベンチャーのニーズ

(出所) 札幌ビズカフェパンフレット (����年		月入手)による｡



ち上げられた｡ � シルクロード構想とは, 急

速な��革命が進行するアジアの各都市を結び,

��を中心としたビジネスや文化の交流を図る

ことで, ��世紀における革新的で創造的な��

都市モデルを構想するものである｡ この�シ

ルクロード構想の実現に向けて, ����年�月

に札幌市と韓国の ��関係者を中心として ��

	
��
���
�	����
�実行委員会が作られた｡

国際イベントである��	
��
���
�	����
�は,

サッポロバレー, ソウル, 大田 (韓国), 瀋陽,

上海, 深�, 香港 (中国), 新竹 (台湾), シン

ガポール, バンガロール (インド)など, ��産

業が地域に活力を与えている都市を結び, 人間

と情報のネットワークを形成し, 技術・資本・

人材の連携を進めようとして企画されたもので

あった��)｡

����年に行われた��	
��
���
�	����
�で

は, アジアの��関係者の人的交流, 投資やビ

ジネスのマッチング等を目的とした各種セミナー,

アジア各国からの��関連企業��社による展

示会 (国内��社, うち札幌��社, 海外��社,

うち韓国��社, 米国�社含む), イベント関連

企画行事が開催され, 延べ�����人近くが動員

された｡ 多数の国内��関連大手企業, 地元��

ベンチャー (オープンループ, ソフトフロント

等), 各種団体等の協賛・協力, 外務省, 経済

産業省, 北海道等の行政機関の後援により, 日

韓を中心としてアジア各国の��関係者が集結

し, 全国に類例のないイベントとして盛況裏に

終わった｡

さらにこのイベントの会場において, 暗号ソ

フト開発のオープンループによる韓国��企業

�社との提携に続き, 北海道日興通信, ハドソ

ンと韓国��企業との提携の記者会見が行われ

た｡ 北海道日興通信はメディアワークス (ソウ

ル) のインターネット放送ソフトの国内営業権

を取得したことを, ハドソンはオンラインゲー

ム大手のウィズゲート (ソウル) と共に主力ソ

フトの ｢ボンバーマン｣ をオンラインゲームと

して韓国市場でサービスを開始すると発表した｡

先行するオープンループはすでに����年に,

ティーコムネット (ソウル) とのテレビでイン

ターネットができるセットトップボックスの共

同開発, メディアサーブ (ソウル) からアプリ

ケーションを一括運用するソフトの国内営業権

の取得, セキュリティ・テクノロジーズ (ソウ

ル) との暗号技術の共同開発の提携を行ってい

た｡

その後, 国際イベントとして, ����年�月

に ��	
��
���
�	����
�����札幌イノベー

ションシティセミナーが開催された｡ また同年

��月に中国深�で, 中国ハイテクフェア����

を舞台として ��	
��
���
�	�������が開か

れた｡

����年度の�シルクロード構想に基づく事

業についてみると, � シルクロード・ビジネ

スクラブ, �シルクロード・カフェ, �シル

クロード・ビジネスコンベンションの�つが事

業の柱とされた｡ � シルクロード・ビジネス

クラブは�シルクロード構想に高い関心を持

つビジネスマンを対象とした会員組織で, �

シルクロード構想に関する情報提供を行うとと

もに, � シルクロード・カフェ及び札幌市東

京事務所においてビジネスセンターサービス機

能を提供するものである｡ � シルクロード・

カフェは����年�月に開催された��	
��
���


�	����
�に端を発し, ビックカメラ札幌店

内に誕生した施設である｡ サッポロバレーのショー

ルームも兼ねた, アジア各地域との継続的繋が

りを維持していくための拠点としての役割が期

ベンチャー支援と情報産業集積
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��) 三浦・青木賞については前掲 『サッポロバレー・コア・ネットワーク』, 三浦・青木賞ホームページ
(����年��月版), 『日本経済新聞』 ����年�月��日による｡

��) 以下において�シルクロードについては, 前掲�シルクロード・ホームページ, 『北海道��革命』 日
本経済新聞社, �����年による｡



待された｡ � シルクロード・ビジネスコンベ

ンションは, 札幌とアジア各国の��関連企業

間の技術提携やジョイントベンチャー等の新し

いビジネスチャンスを創造する場を提供するも

のである｡

� シルクロード構想推進委員会は, トップ

アドバイザリー・コミッティとエグゼクティブ・

コミッティで構成され, トップアドバイザリー・

コミッティの名誉委員長, 委員長には現札幌市

長, 前札幌市長 (現さっぽろ産業振興財団理事

長)が就き, 副委員長に北海道大学の青木教授

が就いた｡ トップアドバイザリー・コミッティ

の実行委員には我が国の大手��関連企業の社

長を始めとする役職者が多数就任し, エグゼク

ティブ・コミッティには札幌における��関連

の民間団体の代表, 札幌市の公的機関の代表が

名を連ねた｡ 産学官が一体となって�シルク

ロード構想を推進する態勢が整えられていた｡

����年�月に開催された��	
��
���
�	���

��
�のキックオフセミナーでは, ��	
��
���

札幌宣言 ｢アジアの��産業の交流と連携によ

る変革と創造のための札幌宣言｣ が発せられた｡

この宣言の中において, ｢札幌に誕生した ��

企業集積・サッポロバレーの経験とは, 産業と

技術のイノベーションが次世代の産業を形成す

ることであり, そのためには革新的企業群の存

在と連携, オープンな場の共有と人間のネット

ワークを背景としたコラボレーションが不可欠

であることだった｡ ・・・このイノベーション

シティともいえる札幌の都市スタイルは, �

シルクロードを通じてアジアと出会うことで,

より多様性と深みを獲得するだろう｣ と述べ,

アジアとの交流によってネットワークを拡大し,

それを梃子にサッポロバレーの更なる飛躍を目

指すものであった｡

３.��ベンチャーの旗手とサッポロバレー
の今後の成長戦略

� サッポロバレーにおける��ベンチャー

の旗手

札幌における情報産業集積がサッポロバレー,

｢札幌駅北口ソフト回廊｣ という名のもとに大

いに注目を浴びた時期である����年頃におい

て, サッポロバレーを代表するベンチャー企業

は, ビー・ユー・ジーの創業メンバーの一人で

ある村田氏が�つの会社の合併により設立した

ソフトフロントであった｡ ソフトフロントはそ

の����における高い技術開発力により, 急速

な成長が期待され, サッポロバレー旋風を巻き

起こす存在として耳目を集めていた｡ ソフトフ

ロントのような��ベンチャーが次々と誕生す

る土壌をサッポロバレーが今後持ちつづけ得る

か否かが, サッポロバレーの今後を占う上で非

常に重要となる｡ したがってこの時期のソフト

フロントの動きについてみることは意義あるこ

とといえる｡

ソフトフロントは, �.� で触れたように,

��年にビジョンコーポレーションとコアシス

テムの合併により誕生した��)｡ ビジョンコー

ポレーションはマッキントッシュを中心とした

マルチメディアやインターネット関連のツール

開発を業務とし, ��年にインテリジェントパッ

ドの開発と製品化への貢献により日経��技術

賞・大賞を, ��年に電子アルバム編集ソフト

｢想いでオルゴール｣ で	�����((財) ソフト

ウエア情報センター) よりソフトウエア・プロ

ダクト・オブ・ザ・イヤーを受賞した｡ コアシ

田 中 利 彦
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��) 以下においてソフトフロントについては, 前掲 『サッポロバレーの誕生』, ソフトフロント会社案内
(����年��月入手), 同社ホームページ (����年��月版, ����年��月版), 『日経産業新聞』 ����年�
月��日, ����年��月��日, 『日本経済新聞』 ����年�月��日, 同�月��日, 同�月��日, ����年
��月�日, 『北海道新聞』 ����年�月��日, 同�月��日, 同�月�日, 同��月��日, ����年��月��
日, 『読売新聞』 ����年��月��日, 『��� ��
�!』 ����年�月号, ソフトフロント有価証券報告書,
ソフトフロント平成��年�月期中間決算短信, 同会社説明会資料による｡



ステムはウインドウズ上のアプリケーションや

デバイスドライバの開発を手がけ, ��年に

���(情報処理振興事業協会) の調査委託業務

を受注し, エクストラネット構築のための技術

開発を行ってきた｡ 両社は��年�月に同じオ

フィスに移転し, ソフト開発を合同で進めるな

どの共同作業を経験した後に合併し, ネットワー

ク系のソフトウエア開発とパッケージソフトの

企画・開発を中心に業務を行っていくことになっ

た｡ ソフトフロントはまず��年に, 日本開発

銀行の知的所有権を担保とする新規事業育成融

資を道内で最初に受け, 合併早々から順調な滑

り出しを見せた｡ その後, ��年に�	��関連

技術の開発に対し, ���の情報ベンチャー事

業化支援ソフトウエア等開発事業に採択され,

同じく同年に札幌商工会議所より ｢北の起業家

奨励賞｣ を受賞, 
���年に第�回ビジネスジャ

パンオープンでトーマス・エジソン賞 (�コマー

ス分野対象)を受賞するなど, その高い技術力

に対し大きな評価を得てきた｡

ソフトフロントを一躍有名にしたのは, ��

年�月に発表した世界最高速で高品質のインター

ネット電話の新技術開発であった｡ この新技術

は音声をデジタルデータに変えて圧縮し, イン

ターネットを通じて相手に送るもので, 音声を

データ変換する時間が従来技術より
倍以上早

いうえ, 普通の電話と変わらない音質で滑らか

な会話ができ, 同時に画像も高速で伝送できる

世界注目の技術であった｡ ソフトフロントはこ

の技術によりデファクトスタンダード (事実上の

世界標準)を狙い, ｢�	������������������

���	����	�｣ というスローガンのもと, 開発

と販売の大幅な強化を打ち出した｡

それにより, 
���年�月期にはソフトフロ

ントの企業規模は, 資本金�
億
千万円, 売

上高 ���億円, 従業員数 ��名 (うち臨時雇用

者��名) となり, 拡大路線を走っていた｡ 特

に資本金については, 
���年 �月に米国 ��

キャピタルから�億円の出資を引き出すことに

成功し, 資本金を一気に�倍の�
億
千万円

に増強した｡ また従業員数については, 
月初

め時点で約���名近くとなっていたが, インター

ネット電話システムを日米で本格的に販売する

ため, さらに
���年度中に���名の新規採用

を計画し, そのうち札幌で���名, 東京で��

名, 米国シリコンバレーで
�名の採用を予定

した｡ ��年暮れから米国� ! , ��グルー

プなど巨大企業を相手に自社技術の売り込みを

開始し, 村田社長によれば, ｢まず米国でシェ

アを確保し, それを日本に逆輸入する｣ という

戦略に着手し, 売上高については世界標準の獲

得により
年後に�千億円にするという壮大な

目標を立てた｡


���年
月に, � ! でマルチメディアビ

ジネスマネージャーなどを歴任し, ベル研究所

での勤務経験もある元アスキー顧問の佐々木氏

を取締役としてスカウトした｡ インターネット

電話の新技術の米国での販売戦略を企画するな

ど, 海外事業全般を担当できる人材として採用

した｡ 一方, 国内では伊藤忠テクノサイエンス

と販売代理店契約を結び, 金融機関などに営業

攻勢をかける準備を整えた｡ また道内企業では

初めて, 通信分野の世界標準づくりなどを行う

国連機関である国際電気通信連合 (� ") の下

部組織の電気通信標準化部門 (� "# ) に加盟

申請を決めた｡ �	��技術の次世代標準化づく

りに参加し, 各国他社の動向をいち早くつかむ

態勢を整えた｡ 
���年�月には, シリコンバ

レーのサンノゼ市に ���％出資の現地法人

(�$���%���&�) を設立し営業を開始した｡

最高経営責任者 ($�') には佐々木氏が就任し,

当初�名の営業スタッフでスタートした｡ 
���

年度中に��名まで増員するとともに, 米国の

最新技術動向を把握する ｢アドバンステクノロ

ジーグループ｣ の設置も予定していた｡


���年��月には, 独自開発のインターネッ

ト電話技術による業務用ソフトを正式に商品と

して販売開始した｡ ソフトの名称には北海道発

の技術で世界市場を狙う意気込みをこめてアイ

ヌ語を採用した｡ 商用(�)サイトに対話機能

ベンチャー支援と情報産業集積
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を加えるシステム ｢キサラ (アイヌ語で耳)｣,

内線電話システムを���から��ベースに変

更できるシステム ｢ノスキ (アイヌ語で中核)

システム｣ を発売した｡ また独自開発の基本技

術である, 高性能リアルタイム音声ストリーム

エンジンをノスキエンジンと名づけた｡ ノスキ

エンジンは特別なハードウエアの追加を必要と

しないソフトウエアであった｡

特にキサラについては, 従来のコールセンター

業務に加え, 通常の対面販売に近い顧客対応を

可能にするシステムで, ｢���コンタクトセン

ター｣ という全く新しいビジネスを誕生させる

ものであった｡ 通話中の相手に対して自由に

���ページを提示できるため, 金融, 保険,

教育などのコンサルティングを必要とする分野

での商品・サービス販売, 及びパソコンで同一

画面を見ながら客と会話を交わせるコールセン

ター向けのインターネット電話システムの構築

を可能にするものであった｡ キサラ及びノスキ

は, 同じく��月に幕張メッセで開催された ｢�

�	
��
���������｣ に出展され, 多数のデ

モ体験者に好評を得た｡

キサラの納入決定の第�号は, ����年�月

に発表された, コールセンター業務の (株) ア

イティ・コミュニケーションズ (大阪市)となっ

た｡ アイティ・コミュニケーションズは通信機

器販売・保守のアイテム西日本 (大阪市) が中

心となって����年�月に設立された会社であ

る｡ 第�号のコールセンター拠点を����年中

に札幌に開設し, インターネット電話を利用し

た最新タイプのコールセンターとして当初��

名のオペレーターでスタートすることを予定し

ていた｡ 東京に本社を置く保険, 情報通信, 通

信販売などの企業と代行契約を結び, 顧客への

商品紹介や苦情相談などの顧客対応業務に乗り

出した｡

日の出の勢いであったソフトフロントはその

後, ����年�月に大阪証券取引所ナスダック・

ジャパン (現ヘラクレス) に上場したが, ����

年�月期以降, 業績が伸び悩み, ����年�月

期までの各期の売上高は�億円, ���億円, ���

億円で推移した｡ それに伴い, 経常損益も大幅

な赤字を続け, 業務の縮小を余儀なくされ, 従

業員数も����年�月期の���名 (うち臨時雇

用者��名) をピークに急激に減少した｡ また

シリコンバレーの現地法人も����年��月末で

営業活動の休止に追い込まれ, 現地法人の

���であった取締役の佐々木氏は退職した｡

そのほか経営陣では, ����年に, ����技術の

研究開発を指揮してきた副社長の関沢氏が,

����年に開発担当取締役の藤澤氏が退職した

(����年役職名)｡ 競争の激しい��分野におい

て, インターネット電話の核技術及び応用を含

めたシステム全体を開発し, 世界標準を獲得す

るため, スピードを重視した拡大戦略を展開し

てきたが, ここへ来て経営戦略を転換せざるを

えなくなった｡

経営の立て直しを図るため, ����年�月に

ソフトフロントは, 自社の最大の強みであり,

競争優位性に長けた����・�����)技術へ経営

資源を集中させ, 保有する知的財産を活かした

高収益体質への転換と, ����市場の拡大に対

応した商圏の獲得を目指した｡ 具体的には,

���パートナープログラム (���) に事業を絞

り込み, ���のパートナー企業に対して����・

���技術を核としたソフト開発環境の提供及び

同開発環境に対する技術支援を行うとともに,

保有技術に関連する受託開発・コンサルテーショ

ンを行うことを自社のビジネスモデルとした｡

���は標準化団体 ��� (�!"�#!�"�!$	!��#

�%&' �#(�) が標準化を進めている �)��,

*���に続くインターネットの第 �の注目プ

田 中 利 彦

―��―

��) ��&&	�!�!	"	%"	�!�#�"�(�+の略称で, ��網を使った通信を実現するため, 一般の電話サービスが持つ
｢呼｣ の制御を行い, 同時に実時間のマルチメディア・コミュニケーションを行うためのプロトコル (ソ
フトフロント平成��年�月期中間決算短信による)｡



ロトコルであり, ���によってビデオ会議や電

話, インスタントメッセージ, プレゼンス (状

態検知と通知), 家電等のリモート制御など様々

なサービスの提供が可能となる｡ ソフトフロン

トは, 関西電力系のケイ・オプティコム社のテ

レビ電話サービスなどにおける���製品の開

発実績を背景に, ���パートナープログラムの

業界内での早期普及によって, ���におけるデ

ファクト・スタンダードの獲得に狙いを定めた｡

���パートナープログラムには沖電気工業,

���マイクロシステム, イリイ (ソフト開発),

フリービット (インターネットビジネス支援),

シャープ等が次々と参加し, ���	年
�月時点

で十数社と���の技術供与契約を結んだ｡ さ

らに同月末にソフトフロントは, 家電メーカー

や通信事業者など
�社が行う次世代インター

ネット家電実証実験に���技術を提供するこ

とを発表した｡ この実験は松下電器産業が幹事

を努める協議会 ｢ノン��インターネットコン

ソーシアム｣ によって行われるもので, ソフト

フロントは���技術の提供により次世代ネッ

ト家電への自社技術採用を働きかけることを狙

いとしていた｡

その結果, ソフトフロントは平成
�年	月

期の中間決算 (���	年

月
日発表) におい

て経常損益が �����万円の黒字となり, ����

年�月の上場以来, 中間, 通期を通じて初めて

黒字に転換した｡ 事業の軸足をソフトの受託開

発からインターネット通信規格の技術供与に移

し, 人員を
年前と比べて半分の約
�名に減

らしたことが功を奏した｡

� サッポロバレーの今後の成長戦略

日本政策投資銀行北海道支店は, その調査報

告書 『サッポロバレー・コア・ネットワーク』

(����年
�月)において, サッポロバレー・コ

アと呼ばれる産業集積を取り上げ, サッポロバ

レー・コアの特徴と今後の課題について発表し

た｡ そこにおいてサッポロバレー・コアは, サッ

ポロバレーの中で, 企業間で連携しつつある企

業のうち自社開発プロダクツまたはサービスを

有する企業群と定義された｡ その特徴として,

①経験を積んだ��歳代経営者, 技術者, 大学

教授等の人的繋がり (＝コミュニティ) が形成

され, 企業ネットワークがその上に成り立って

いる, ②アプリケーション開発等技術指向の

企業が中心である, ③企業ネットワークを活

かして, 共同開発等の連携が行われたり, 企業

間活動を促進するビズカフェが設立されるなど

集積の効果を得つつある, という点を指摘した｡

そして集積の持続的発展を図るため, 今後の課

題として, ①ネットワークを分野, 経営者の

世代を超えて広げること, ②単なる交流だけ

ではなく, より一層事業をリンクし, 合併や企

業連携につなげることなどによる新事業を創出

する機能の高度化, ③起業や既存企業の成長

支援の継続, を挙げた｡

この調査報告書では, 他地域の��ベンチャー

集積地と比較してサッポロバレー・コアの特徴

①, ③を認めながらも, その一方で課題①,

②を掲げ, まだまだネットワーク作りが限定

的なものに留まっており, 新事業を創出する機

能が不充分との認識を示した｡ 従って特徴①,

③をさらに伸ばすことが重要との指摘といえ

るが, ��企業経営者自らがイニシアティブを

取るのかそれとも行政機関・大学がそうするの

か, その手法は明らかにされていなかった｡ ま

た課題③についても, 支援といえば行政機関・

大学が考えられるが, 札幌市は積極的に情報産

業支援を行ってきたことを考えると, どのよう

な内容を行政機関・大学に求めているのか明ら

かにされていなかった｡

また伊藤龍秀氏も, ｢サッポロバレー�北海

道自立への挑戦｣ 『クラスター戦略』 (山�朗編,

有斐閣, ����年)において, 上記報告書と同様

な主張を展開した｡ すなわちサッポロバレー飛

躍のための戦略として, 親密な人的ネットワー

クを活かした企業同士のアライアンス及び企業

間ネットワークの構築と, ネットワークを効率

的に生成し, 維持するためのコーディネーター

ベンチャー支援と情報産業集積

―	
―



の存在が重要であると指摘した｡ ��産業と既

存産業とのネットワークを重視し, コーディネー

ターに関して, ｢ベンチャーの企業家とそうで

ない企業家の考え方の間には, ・・・, 双方の

特質を上手く結びつけて, 長いスパンでの市場

の需要動向をも考慮しつつ, 有益なビジネス展

開をコーディネートする人材が必要である｣ と

主張した｡

ところでこれまで述べてきたことからも分か

るように, 札幌の情報産業の発展と, サッポロ

バレーという呼び名で一躍脚光を浴びるように

なった背景には, まず第一に, 多くの技術力を

持ったベンチャー企業の輩出があったことを挙

げることができる｡ ��を中軸とする情報革命

の時代において, 花形�企業のハドソン, デー

ビーソフト, ビー・ユー・ジーが札幌の情報産

業界をリードし, その高い技術力に注目して中

央の大手企業が次々と頻繁に足を運んできた｡

その後, スピンアウト等によって, これら�企

業に続く, ソフトフロントを始めとする有力ベ

ンチャー企業が独自の技術力, アイデアを生か

したビジネスにより成長して行った｡ そこには,

��に代表されるダウンサイジング, マルチメ

ディア, インターネット等の技術に対する適応

力を, これらの企業が保有していたことが大き

な原動力となった｡ したがって情報産業分野の

技術シーズ, 技術力の源泉が常にサッポロバレー

に存在し続けることが, 今後のサッポロバレー

の成長に不可欠といえる｡ それゆえ新しい技術

シーズが大学によって次々と提供され, ベンチャー

マインドを持った高い技術力を誇る技術者を輩

出し, 次々とベンチャー企業を誕生させる仕組

みづくりこそが重要である��)｡

北海道大学では上述のように, 青木教授の強

いリーダーシップのもと, 新しい技術であるマ

イクロコンピュータに果敢に取り組み, 自立心

旺盛な若者をベンチャーへと駆り立てた｡ こう

したベンチャー企業の成功事例が有能な技術者,

大学新卒者等の地元定着を促進した｡ このメカ

ニズムが新たな形で機能するどうかがサッポロ

バレーの今後の命運を左右するといえる｡ した

がって大学における情報産業分野での研究開発

能力の強化と, 大学教官が自らの研究成果を活

用して積極的にベンチャー設立に関与すること

がまず重要である｡ さらに高度な知識を身につ

けた大学院生・大学生による, 卒業後・在学中

の起業を鼓舞する環境づくりを行うとともに,

彼らが力を存分に発揮できる雇用の場 (��系

の地元優良企業を中心とした就職先)を確保し,

地元企業の技術力の向上と新製品・サービスの

提供に貢献できるようにすることも併せて重要

である｡ そして��系の地元企業に就職するこ

とを選んだ場合には, 彼らの中からスピンアウ

トしてベンチャーをおこし, 自分の夢を実現す

ることを目指す人々が出てくるようになる環境

づくりが必要といえる｡

付言すれば, サッポロバレーは我が国経済の

中心である首都圏から遠く離れており, そのた

め情報産業は技術力指向でないと厳しい競争に

打ち勝ち, 生き残ることができない宿命を背負っ

ているといえる｡ 我が国人口の�分の�を占め

る首都圏の消費者との接触, 非常に多数の企業

本社が首都圏に集中する環境のもと, 閃きによ

るアイデアに基づく情報ビジネスモデルを, 首

都圏では自社または他社の資本力, 営業力, 技

術力を活用して容易に成功に導くことができる

からである｡

このことに関連して, かつてソフトフロント

の村田氏は 『�	
�』 �


年�月�日号にお

いて, ｢ビットバレーはニーズから入っている｡

｢ドットコム｣ のサービスを基盤にビジネスを

想定していると思うのです｡ それと対比させる
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��) 『日経 地域情報』 �


年�月�日号によれば, ｢サッポロバレーを形成する基盤になったのは独立心に
燃えた人材の集積と, 先輩企業がベンチャーを育てるインキュベーターの役割を果たしたことだ｣ と述べ
ている｡



と, 北口の方はシーズの方から｡ 技術者がそこ

にいて, 開発技術があって, それを市場にアピー

ルするというアプローチですね｡ 渋谷は感性の

高い人, マーケットが集中していると思います｣

と述べている｡ また実例を挙げると, ����年�

月に情報セキュリティ技術で先端を走るオープ

ンループが呼びかけ, 東京, 大阪の情報ベンチャー

�社と ｢モバイルベンチャークラブ｣ を結成し

た｡ 各社の技術と知恵を結集し, 爆発的に増え

る携帯電話から派生する次世代システムや新サー

ビスを展開することを狙った｡ これに加わった

情報ベンチャーの電脳隊 (東京)の川辺社長は,

｢ビジネスモデルのアイデアに優れる東京の情

報ベンチャーと技術志向の強いオープンループ

のような企業が手を組めば, 互いの弱点を補完

し合える｣ と述べている��)｡

したがって上記のオープンループの例にもみ

られるように, 高い技術力のある企業であれば,

道外さらには国外の企業と対等の, 場合によっ

ては優位な立場で連携することによって市場を

拡大することが可能であり, 独自技術さえ持っ

ていれば, 首都圏から離れていることがハンディ

とならない｡ 高い技術力のある企業の集積がサッ

ポロバレーというブランド力を確立し, 首都圏

の大手企業, 優秀な人材の吸引力として働くこ

とも期待できる｡

それゆえ, 技術力指向の��ベンチャーの誕

生とその成長を創り出す仕組みがまず重要であ

り, 特に世界標準の獲得を目指したソフトフロ

ントのような企業が次々と誕生することがサッ

ポロバレーの活力と飛躍に不可欠である｡ 大手

企業の系列会社ではない独立系の地元企業が世

界標準を獲得した際のインパクトは多大なもの

があり, 独立系ベンチャーの集積地としてのサッ

ポロバレーというブランド力に一層の磨きがか

かり, 地元企業, 地元の人材に ｢やれば, でき

る｣ という大きな自信と励みをもたらすといえ

る｡

その上で, 上記調査報告書が指摘したように,

ネットワークの拡大と深化を推進し, ��企業

間, ��企業・他業種企業間, ��企業・大学間

等の連携により, 新事業を創出可能にすること

が次に重要となる｡ それにはネットワークづく

りの核となる産学におけるイノベーターの存在

と, 官における熱烈なサポーターの存在が重要

な鍵を握るといえる｡ 上でみたように, サッポ

ロバレーにおける学のイノベーターは青木教授

であり, 産のイノベーターはソフトフロントの

村田氏であったといえる｡

仕掛け人として村田氏のネットワークづくり

への関わりは, 上述したように, ビズカフェ,

クールビレッジ, 三浦・青木賞, �シルクロー

ド等において遺憾なく発揮された｡ また官 (札

幌市等)との連携においても, ��年からインテ

リジェントパッドのプロモーションと開発に関

わり, インテリジェントパッド・コンソーシア

ムの立ち上げに協力し, その企画室長を引き受

け, その中のいくつかの開発プロジェクトに参

加してきた｡ また札幌市の�コマースサイト

｢北海道クラブ｣ の開発, コミュニティエディ

タ (	�
上で電子会議室システムとメーリン

グリストを連動させたシステム) ｢�トーク・

さっぽろ｣ の開発, さらにはホームページ上で

の音声による情報案内を行う, 札幌市のホーム

ページ研究実験事業に���
技術を提供した｡

また学との連携においても, 上記のインテリジェ

ントパッド以外に, ��年にデータ放送システ

ム開発の産学共同プロジェクト (ライブテキス

ト技術に基づく)が北海道大学の山本教授を中

心に設立された際に, ソフトフロントは三菱電

機, 北海道テレビ放送などと共に参加した｡ こ

のプロジェクトから生まれたデータ放送システ

ムの稼動例として, ����年に有珠山避難所,

沖縄サミットに設置されたシステム等があった｡

産学官のネットワークが効果的に機能するに

は, ネットワークの結節点となっている産学に

ベンチャー支援と情報産業集積
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��) 『日経産業新聞』 ����年�月��日による｡



おけるイノベーターのビジョン, 熱意 (人を動

かす), 行動力, 及び官における熱烈なサポー

ターのそれに依存するところが大きい｡ できれ

ば, 産学官においてこのような人材がそれぞれ

数名ずつ存在し, 各分野の数名がグループとし

てビジョンを共有しリーダーシップを発揮する

ことになれば, 計り知れない影響力を及ぼすこ

とが可能となる｡ その上で, 産学におけるイノ

ベーターと官における熱烈なサポーターが密接

に連携し, 明確な目標のもと, 協調して行動を

起こすようになれば, ネットワークは益々強固

となり, 拡大していく｡ 情報産業は共同作業に

よる業務の分担を行いやすい産業であり, また

学においても大掛かりの設備なしに企業と基礎・

応用研究ができる｡ さらに官においては電子政

府の導入に象徴されるように産学との関係の強

化は不可欠である｡ したがってサッポロバレー

の情報産業集積にとって, その発展のための第

�の条件として, ネットワークの核となるイノ

ベーターを重視しながら, その拡大と深化を推

進していく必要がある｡
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